
再生可能エネルギー発電設備(太陽光発電)に対する課税標準の特例について 

 

 

 一定の要件を満たす再生可能エネルギー発電設備を取得した場合、固定資産税が課されることとなった年

度から、3年度分の固定資産税に限り、課税標準額が軽減されます。 

 税制改正により、太陽光発電設備の取得時期によって対象となる資産等が異なりますので、以下の表でご

確認いただき、必要書類を添付の上、申告をお願いします。 

 

 

 

 


